
総務省における「課題と論点の整理」
に基づく検討状況報告

令和８年４月３０日

総務省

資料１



９ 携帯電話事業者に対して、法第13条に規定される購入時の青少年確認義務について、現行では88％であるところ、厳格な履行を求め
ることについてどう考えるか。

（◎総務省、こども家庭庁、経済産業省）

①リスクの多様化への対応について（青少年インターネット環境整備法）

「課題と論点の整理」に基づく工程表（総務省主担当分） 1

R７年度 R８年度 R９年度

７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

・実地調査・実地調査を
踏まえた要請

・総務省に設置する会議体において検討

【実地調査（覆面調査）】

・検討内容に応じて具体的対応を関係省庁と議論
・翌年度以降に実施する実地調査等に必要に応じて反映



「課題と論点の整理」に基づく工程表（総務省主担当分） 2

３ 閲覧防止技術等の技術的保護手段の開発・実装を促す手段として、フィルタリングソフトウェアの改善や事業者の新規参入を促すこと
についてどう考えるか。 （◎総務省、こども家庭庁、経済産業省）

４ かつて一般社団法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（ＥＭＡ）による審査・認定を受けたサイトを各種フィルタリングサービ
スにおける閲覧制限の対象外とする仕組みが存在していたが、運営の持続性に課題があり解散に至った経緯がある。コンテンツや機能に
ついて一律に国が評価を行うことは、政府による表現内容への介入であり、表現の自由等との関係で極めて慎重であるべきであることを
踏まえ、民間において、青少年の年齢と発達段階に応じた適切な機能が提供される仕組みについてどう考えるか。

（◎総務省、こども家庭庁、経済産業省）

５ 一部のプラットフォーム事業者において講じられている青少年保護に関するサービス提供上の工夫といった自主的な取組について、こ
うした取組を広げ、提供されるサービスの性質に応じた対応の更なる促進を図るための方策等についてどう考えるか。

（◎総務省、こども家庭庁）

②リスクの多様化への対応について（民間企業等による自主的な取組）

※ ④コンダクト/コンタクト・リスクへの対応について（闇バイト、いじめ、セクスティング等）の項目の観点もあり

R７年度 R８年度 R９年度
７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

・総務省に設置する会議体において検討

・検討内容に応じて具体的対応を関係省庁と議論
・翌年度以降に実施する実態調査等に必要に応じて反映・関係事業者等ヒアリング

・調査研究事業による情報収集・整理



③コンテンツ・リスクへの対応について （アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるもの）
２ 青少年に有害なおそれがある情報に対して、青少年による閲覧機会をできるだけ少なくするための保護者や本人の同意を前提とした技
術的手段として、例えば、18歳未満ないし特定の年齢層に限定したフィルタリングや広告表示抑制機能アプリや「視聴・アクセス制
限」を含め、どのようなものがあり得るか。インターネット上の媒体において、自ら広告掲載基準を定めるなど、媒体側での自主的な取
組を促すような方策を講ずることについてどう考えるか。

（◎総務省、こども家庭庁）

「課題と論点の整理」に基づく工程表（総務省主担当分） 3

１ ペアレンタルコントロール機能の実装に向けた措置等、発信に係るリスクに対してもプラットフォーム事業者やＯＳ事業者等の取組を
促すことについてどう考えるか。 （◎総務省、経済産業省）

２ １対１の通信を発信者情報開示の対象とすることの是非を含め、事後的な権利保護の在り方に関して調査研究を進めることについてど
う考えるか。 （◎総務省）

④コンダクト/コンタクト・リスクへの対応について （闇バイト、いじめ、セクスティング等）

R７年度 R８年度 R９年度
７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

・総務省に設置する会議体において検討

・検討内容に応じて具体的対応を関係省庁と議論
・翌年度以降に実施する実態調査等に必要に応じて反映・関係事業者等ヒアリング

・調査研究事業による情報収集・整理



総務省 青少年保護ワーキンググループ
１．背景・目的
 インターネット利用の低年齢層化、生成AIの普及、偽・誤情報の流通や拡散などに伴い、青少年が安全に安心してインターネットを利
用できる環境の整備が求められるとともに、諸外国において、インターネット利用を巡る青少年保護に関する議論・法改正が進められる。

 こども家庭庁において「青少年インターネット環境の整備等に関する検討会」の下に「インターネットの利用を巡る青少年の保護の在り方
に関するワーキンググループ」をR6年11月に設置。各府省庁における今後必要な取組について一定の方向性を示すものとして、R7年8
月に「課題と論点の整理」を取りまとめた。

 「課題と論点の整理」において、各府省庁が速やかに議論を開始し、青少年や保護者を含む幅広いステークホルダーと意見交換を行いつつ、
安全・安心なインターネット環境整備に向けた具体的な措置を講ずることが期待される。

 上記を踏まえ、「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」の下に開催されるWGをR7年9月に設置し、インター
ネット上の違法・有害情報から青少年を保護するための適切な機能の在り方等に関する検討を行う。

２．検討事項
（１）フィルタリングを含む閲覧防止策について
（２）発達に応じた保護について
（３）新たなリスクへの対応について
（４）その他

３．構成員
石戸 奈々子  慶應義塾大学教授 一般社団法人超教育協会理事長
上沼 紫野 ＬＭ虎ノ門南法律事務所 弁護士

【主査】 曽我部 真裕 京都大学大学院法学研究科 教授
鶴田 利郎 専修大学ネットワーク情報学部 准教授
水谷 瑛嗣郎 慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所 准教授
米田 謙三 早稲田大阪高等学校 教諭

【オブザーバー】
一般社団法人安心ネットづくり促進協議会
一般社団法人全国携帯電話販売代理店協会
一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構
一般社団法人テレコムサービス協会
一般社団法人電気通信事業者協会
こども家庭庁成育局安全対策課
経済産業省商務情報政策局情報経済課

※敬称略
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アプリフィルタリング
（アプリ型フィルタリング・

OS機能）

有害情報の閲覧防止
（コンテンツモデレーション等）

 スマートフォンにおけるインターネットの利用形態は、大きくWebの閲覧とアプリの利用で区別できる。
 青少年のインターネットの利用に伴い発生するリスクについて、新たなリスクが生じ、技術的保護策で対応できている部分が
ある一方、対応が事業者の自主的な取組に委ねられている部分も存在する。

Webを閲覧

ウェブアクセスフィルタリング
（アプリ型フィルタリング・OS機能）

アプリをダウンロードして利用

SNS

ゲーム

動画

有害なサイトの
閲覧

青少年のインターネット利用形態とリスク・技術的な保護策

年齢に適さない
アプリの利用

有害情報の閲覧

セクストーション

・プラットフォーム
への投稿
・投稿の閲覧

・DMや通話での
やり取り

誘い出し

いじめ・誹謗中傷

個人情報の発信

【１対多】

【１対１】

制限対象外の
ブラウザ使用

リスク

リスク

：技術的手段により
対応済
：技術的手段において
未対応の部分あり

技術的保護策

※OS機能で一部対応

中毒性のある
コンテンツの視聴

依存の防止
（中毒性のある機能の制限等）

プライバシーの保護
（プライバシー設定、データ取得等）

発信に係るリスクからの保護
（不適切な発信時の警告の表示等）

サ
ー
ビ
ス
の
リ
ス
ク
評
価

ペ
ア
レ
ン
タ
ル
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
機
能

学習

対象年齢の設定
利用者の年齢確認
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Instagram TikTok
サービスの概要 写真・動画の投稿、ライブ配信、チャット等 動画の投稿、ライブ配信、チャット等
青
少
年
保
護
機
能
・
措
置

リスク評価の
実施・公表 － －

有害情報の閲覧防止

・コンテンツモデレーションの実施
・セーフサーチ：自殺、自傷行為、摂食障害に関連する検索結果の非
表示
・広告の制限：ターゲティングの制限、特定コンテンツの未成年への配信
の制限

・コンテンツモデレーションの実施
・セーフサーチ：未成年に不適切な可能性のあるコンテンツの表示を制
限、「成人の視聴者を想定したコンテンツ」や「複雑なテーマを含む動
画」が自動的に除外
・広告の制限：ターゲティングの制限、特定コンテンツの未成年への配信
の制限

依存の防止

・中毒性のある機能の制限
・利用時間の制限：視聴時間が60分を超過するとアプリを閉じるよう通
知、夜間はスリープモードが適用され通知停止

・中毒性のある機能の制限：類似性チェックにより、多様なコンテンツが
表示される
・利用時間の制限：1日60分の視聴時間制限（パスコードの入力が
必要）、1日100分以上利用した場合の視聴時間を設定を促す通
知、視聴時間を振り返る通知が毎週送信、夜間の通知の停止、午後
10時以降に利用している場合の瞑想エクササイズの表示
・その他：ギフトの購入制限

プライバシーの保護
・プライバシー設定：（13～15歳）非公開アカウント、ライブ配信の制
限、DM相手の制限
・通報/ブロック機能
・データ取得制限：外部アプリから未成年のデータへアクセス不可

・プライバシー設定：アカウント非公開、ライブ配信の制限、投稿したコ
ンテンツの他者によるダウンロードやリミックスが不可
・通報/ブロック機能
・データ取得制限

発信に係るリスクからの
保護

・発信機能の制限：（13歳～15歳）ライブ配信の制限、DM相手の
制限
・不適切な発信時の警告の表示：人を傷つけるおそれのあるコメントを
投稿しようとすると再考を促す警告が表示、ヌードが含まれうる画像の
送受信に警告を表示

・発信機能の制限：（13～15歳）DM機能オフ、ライブ配信の禁止
・不適切な発信時の警告の表示：コミュニティガイドラインに違反する内
容を含むコメントを投稿しようとした場合、警告が表示

ペアレンタルコントロール
機能

・アクティビティの確認：報告と違反に関する状況、フォロー・フォロワーリ
スト、利用時間、DMの相手
・利用時間の制限設定
・コンテンツの閲覧制限設定：コンテンツ制限レベルの緩和の承認
・プライバシー設定の変更：保護者の同意が必要 ※制限の緩和のみ
・その他：「ティーンアカウント」の自動設定

・アクティビティの確認：利用時間、ブロックしたすべてのアカウント、フォ
ロー・フォロワーリスト
・利用時間の制限設定
・コンテンツの閲覧制限設定：未成年には適していない可能性があるコ
ンテンツの表示が制限可能
・プライバシー設定の変更：アカウントの公開範囲の管理

プラットフォームサービスにおける青少年保護の主な取組※青字：カスタム設定により制限を強化

出典：各社HP情報等を基に総務省作成



7

X YouTube LINE
サービスの概要 テキスト・写真・動画の投稿、チャット等 動画の投稿・視聴、ライブ配信等 メッセージング、音声・ビデオ通話等
青
少
年
保
護
機
能
・
措
置

リスク評価の実
施・公表 － － －

有害情報の
閲覧防止

・コンテンツモデレーションの実施
・セーフサーチ：成人向けコンテンツ、ヘ
イト表現等がタイムラインから排除
・広告の制限：ターゲティングの制限、
特定コンテンツの未成年への配信の制
限、閲覧履歴や位置情報に基づく広
告表示の制限設定が可能

・コンテンツモデレーションの実施
・セーフサーチ：未成年が連続視聴すると悪影響があるコンテンツに
対する安全対策、制限付きモードの設定
・広告の制限：パーソナライズされた広告を配信不可、特定コンテン
ツの未成年への配信の制限

・コンテンツモデレーションの実施：（オープン
チャット）特定のトークルームの露出制限・
内容確認、モニタリングの優先・厳格対応
・セーフサーチ：（オープンチャット）法的年
齢制限のあるカテゴリ等の検索結果非表示
・広告の制限：特定コンテンツの未成年への
配信の制限

依存の防止

・中毒性のある機能の制限：動画の自
動再生をオフに可能
・利用時間の制限

・中毒性のある機能の制限：自動再生機能がオフ、低年齢向けの
動画においては「質の高いコンテンツの原則」を設け、教育的価値
や信頼性が高い動画を優先的に推奨（ショート動画の視聴時間
の制限 ※日本では未導入。近日中に対応予定）
・利用時間の制限：休憩を促すリマインダーを表示、就寝時間リマ
インダーが午後10時に表示

・中毒性のある機能の制限
・利用時間の制限

プライバシーの
保護

・プライバシー設定：非公開アカウント、
DM相手の制限、メールアドレスや電話
番号によるアカウント検索機能のオフ
・通報/ブロック機能
・データ取得制限

・プライバシー設定：動画のアップロードは非公開設定
・通報/ブロック機能：特定のユーザーのコメント、メンションをブロック
可
・データ取得制限：こども向けコンテンツではデータの収集・使用を制
限

・プライバシー設定：友だち追加制限（電
話番号、LINEID）、特定カテゴリのオープ
ンチャットの参加制限
・通報/ブロック機能
・データ取得制限

発信に係るリ
スクからの保護

・発信機能の制限
・不適切な発信時の警告の表示：人
を傷つけるおそれのあるコメントを投稿
しようとすると再考を促す警告が表示

・発信機能の制限：16歳未満はライブ配信禁止、13歳未満はコ
メント・投稿が不可、こども向けの動画ではコメントが不可
・不適切な発信時の警告の表示：コミュニティガイドラインに違反し
たコンテンツを投稿しようとすると違反警告が表示

・発信機能の制限: （オープンチャット）自
動削除されるNGワードを設定
・不適切な発信に係る警告の表示：（オー
プンチャット）発信リスクに係る警告を表示

ペアレンタルコ
ントロール機

能

・アクティビティの確認：YouTube視聴・検索履歴の閲覧、こども
のチャンネルの概要、アップロードした公開動画等の数等の共有
・利用時間の制限設定
・コンテンツ閲覧制限：特定コンテンツの非表示
・プライバシー設定の変更：公開範囲の管理
・その他：アプリ内購入機能が制限可能

※青字：カスタム設定により制限を強化

出典：各社HP情報等を基に総務省作成

プラットフォームサービスにおける青少年保護の主な取組



8日本におけるプラットフォームサービスの年齢確認方法

利用開始時の
年齢確認方法

利用規約上の対象
年齢に関する記載

（利用中）対象年齢未満であることが疑わしい場合
における利用者年齢の確認方法

対象年齢未満の
利用者への対応

Instagram
アカウント作成時に
生年月日を入力
（自己申告）

13歳以上
（13歳未満はアカウ
ント作成不可）

・AIを活用した検知システムにより13歳未満の可能性が高い
利用者（投稿やプロフィール、コンテンツ）を検知
・利用者からの報告

↓
・身分証明書による確認やYoti社の顔ベース（自撮り動画）
の年齢予測ツールによる年齢確認を実施

・アカウントの削除

TikTok
アカウント作成時に
生年月日を入力
（自己申告）

13歳以上
（13歳未満はアカウ
ント作成不可）

・13歳未満と疑われる利用者の通報
・コンテンツ審査（13歳未満の子どもが単独で写っているコン
テンツを検知、当該アカウントの自己紹介欄やプロフィール写
真、ユーザー名や他の投稿を含めて審査）

↓
・年齢の認証（身分証等による確認）

・アカウントの停止

X
アカウント作成時に
生年月日を入力
（自己申告）

13歳以上
（13歳未満はアカウ
ント作成不可）

・13歳未満と疑われる利用者の通報
↓

・本人確認書類を提出し年齢確認
・アカウントの凍結

YouTube
Googleアカウント
作成時に生年月
日を入力

（自己申告）

13歳以上
（13歳未満の場合、
ファミリーリンクにより保
護者によるアカウント設

定が必要）

※日本では非適用、今後展開予定
・機械学習を活用し、アカウントが同意年齢未満の利用者に
よって所有されていることを示すシグナルを特定

↓
・13歳以上であることを証明する政府発行の身分証又はクレ
ジットカードを提出するか、Family Linkを通じて管理された
Googleアカウントを作成することが求められる

・14日以内に管理機能の設定
または年齢の証明をしない場合、
アカウントが無効化
・その後30日後に、アカウント情
報を削除

LINE
携帯電話事業者
の登録情報に基づ
く年齢確認

12歳以上
（利用推奨年齢）

（保護者の監督下での利用が想定されていることから、利用
推奨年齢未満であることのみを理由として利用制限等の措置
は想定していない）

（利用推奨年齢未満は、利用
規約上の利用禁止年齢ではな
い）

 利用開始時の年齢確認方法について、自己申告で生年月日を入力する手法が多く取られているところ、LINEでは携帯
電話事業者の登録情報に基づき年齢を確認している。

 利用中の措置について、他の利用者からの通報やコンテンツなどからの検知に基づき、利用者が対象年齢未満であること
が疑わしい場合には、身分証の提示などによる確認方法が一部取られている。

出典：各社HP情報等を基に総務省作成



9【参考】青少年のスマートフォン利用における技術的な保護策の現状

ウェブフィルタリング アプリフィルタリング 発信の制限・見守り機能 利用時間の制限

あんしんフィルター
（ドコモ、au、ソフトバン

ク）
○

△
Androidでは可能

（iOSにおいてはスクリーンタイ
ムの機能を活用）

× ○

あんしんコントロール
（楽天モバイル） ○

△
Androidでは可能

（iOSにおいてはスクリーンタイ
ムの機能を活用）

△
Androidでは送受信メッセージ

の監視機能がある
（iOSにおいてはスクリーンタイ

ムの機能を活用）

△
Androidでは可能

（iOSにおいてはスクリーンタイ
ムの機能を活用）

スクリーンタイム
（Apple） ○ ○ ○ ○

ファミリーリンク
（Google） ○ ○ ○ ○

環境整備法「青少年有害情報フィルタリングサービス」として求められる機能



10プラットフォームサービスにおける広告の閲覧制限について
 各媒体において、広告掲載基準が定められ、青少年保護に配慮した取組も実施されている。
 特定のコンテンツについて、未成年への配信を制限はいずれの媒体でも実施されているが、広告のパーソナライズの制限や
ターゲティングの制限には対応にばらつきがある。

媒体 広告掲
載基準

広告掲載基準のうち、特に青少年保護に係る規定
有無 詳細

Google ○ ○
• 広告のパーソナライズの無効
• 未成年への配信の制限：性的な成人向けコンテンツ、アルコール、タバコ、危険ドラッグ、身体改造・減量、懸賞、花火や武器
といった危険なコンテンツ、ギャンブル、カジノ、医薬品・サプリメント、暴力、金融、政治・宗教、性的・恋愛、スパイ行為、大人向け
オンラインコミュニティ ※13歳未満と、13歳以上17歳以下で強度が異なる

YouTube ○ ○
• 広告のパーソナライズの無効
• 未成年への配信の制限：子どもにとって不適切なメディア・ビデオゲーム、出会い系・交流サイト、美容・減量、食品・飲料、違
法または規制対象の商品、政治的・宗教的な広告、アダルトコンテンツに関する広告、有害なコンテンツ、暴力的なコンテンツ

Meta
（Instagram、
Facebook）

○ ○
• パーソナライズの制限
• ターゲティングの制限：性別、市区町村レベルの狭い地域、興味関心データは使用不可
• 未成年への配信の制限：アルコール、デート・出会い、健康・美容、タバコ、医薬品、金融、オンラインギャンブル、オンラインゲー
ム、一部の性的コンテンツ等

TikTok ○ ○
• パーソナライズの制限
• ターゲティングの制限：性別、購買力、世帯年収、興味関心データ等の利用禁止
• 未成年への配信の制限：アルコール、金融、ギャンブル、ヘルスケア・医薬品、政治宗教、未成年者の健康や安全を危険にさら
す可能性のある素材、成人向け、危険物、知財侵害、暴力、体重管理等

X ○ ○
• パーソナライズの制限
• ターゲティングの制限：未成年のみを対象としたターゲティング不可
• 未成年への配信の制限：アルコール、武器・弾薬、花火、タバコ、規制物質等、薬物、ダイエット商品、健康補助食品、賭博
商品、タトゥー・ボディピアス等、性的な商品、性的な成人向けコンテンツ等

LINE ○ ○
• 広告のパーソナライズ・ターゲティングの制限：（Yahoo!広告においてパーソナライズ・ターゲティングの制限。2026年春に
プラットフォーム統合後の「LINEヤフー広告」に適用予定。）

• 未成年への配信の制限：年齢制限表記義務あるいは未成年への配慮義務（アルコール、公営競技、宝くじ、スポーツ振興く
じ、結婚紹介業、婚活パーティ等、出会い系、金融系）

出典：各社HP情報等を基に総務省作成
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 フィルタリングソフトの改善やPF事業者の青少年保護に関するサービス提供上の工夫の更なる促進を図る方策についてどう考えるか。
 有害情報の閲覧機会をできるだけ少なくするための保護者や本人の同意を前提とした技術手段にどのようなものがあるか。
 ペアレンタルコントロール機能の実装に向けた措置等、PF事業者やOS事業者の取組を促すことについてどう考えるか。

「課題と論点の整理」において総務省が主担当とされた主な事項

プラットフォームサービスの設計上の青少年保護措置
 プラットフォームサービスはサービス毎に設計・特性が異なることから、各事業者に対し、サービスのリスクの評価と、当該リスクに対
応する機能制限・保護措置（使用適正年齢を含む）及び必要なリテラシーの公表を求め、それを再評価すべきではないか。

 一律の使用年齢制限をかけることは望ましくないのではないか。各事業者が設定する使用適正年齢については、保護措置の前
提となるものであり、設定理由及び年齢確認の手法等についても、リスク評価の一環として公表を求めるべきではないか。また、
年齢確認については厳格化も検討すべきではないか。

 プラットフォーム事業者が提供する保護措置は、初期設定（デフォルト設定）とすることが適切。保護措置がない、若しくは初期
設定とされていない場合、改善を促す枠組みが必要ではないか。

ICTリテラシーの向上
 多種多様なサービスが存在し、求められるリテラシーが多様化していることから、
事業者の取組や技術的な保護措置の利用を促すことも重要ではないか。

 保護者・教職員という枠にとらわれない「大人」のリテラシー向上も必要。

フィルタリング機能の改善
 OS事業者が提供するペアレンタルコントロール
機能を、キャリアフィルタリングと同様の「技術的
保護手段」として義務づけるべきではないか。

総務省 青少年保護WGにおける主な議論（第１回～第４回）

 こどもの安心・安全の確保を前提に、情報アクセスと利用制限のバランスが必要。
 環境整備法は、スマホ普及に伴うリスクの多様化といった現代のメディア環境に対して限界がある。
 こどもの利用に当たっては、保護者と事業者の双方に責任があり、相互作用が大切。
 技術的保護措置だけでなく、リテラシー向上も含めた新しいテクノロジーを使える環境の整備が大事。

共通認識

※総務省「ICT活用のためのリテラシー向上に関する検討会」において検討

⇒評価すべきリスク項目や、各主体に求める事項の実効性の担保方法については、「課題と論点の整理」の
その他の論点と併せて、こども家庭庁有識者会議において議論を継続していく予定。



12【参考】諸外国法制等におけるサービスのリスク評価に係る規定

国・地域 法令等 リスク評価に係る内容

EU デジタルサービス法
（DSA）

• 超大規模オンラインプラットフォーム・超大規模検索エンジンに対し、指定から4か月以内（その後は年に
一度）にリスク評価を実施し報告書を提出する。

• リスク評価においては、特に以下の要因が影響しているか考慮する。
• レコメンダーシステム及びその他のアルゴリズム・システムの設計
• コンテンツ・モデレーション・システム
• 利用規約及びその実施
• 広告の選択及び提示システム
• データ取扱いに関する提供者の慣行

• 評価結果に応じてリスク軽減措置を講じる。

イギリス オンライン安全法
（OSA）

• 規制対象のユーザ間サービス・検索サービスに対して、子どもがアクセスしうるサービスであると評価された
場合、利用する子どものリスクはどれぐらいかリスク評価を行う。

• リスク評価においては、各コンテンツタイプに「無視できる」、「低リスク」、「中リスク」、「高リスク」のリスクレベル
を割り当てることで評価する。

• 評価結果に応じて、「子どもの保護に関する行動規範」で提示された推奨される対策を講じる。

オーストラリア
クラス1コンテンツソー
シャルメディアサービス業

界規範

• 全世界の月間アクティブユーザ数が3,000万人以上などの条件を満たすSNSに対し、リスク評価を義務
付け。

• リスク評価においては、オンライン安全法で規定しているクラス1コンテンツについて評価。
• 評価結果に応じて、リスク軽減措置を講じる。
※クラス1コンテンツとは、児童性的搾取素材や犯罪及び暴力、薬物など国内での上映や販売が禁止されるコンテンツ。

米
カリフォルニア州

年齢適正設計規範法
（施行差止め）

• 子どもが利用し得るサービスに対し、機能の提供開始前にリスク評価を義務付け。
• リスク評価においては、子どもの権利や安全へのリスクを評価し、データ保護影響評価（DPIA）を作成・保
管する。

• 評価結果対応に応じて、リスク軽減措置を講じる。

出典：各種公開情報を基に総務省作成



13【参考】諸外国法制等における年齢確認方法と事業者の対応

国・地域 法令等 年齢確認に係る内容 （参考）事業者の対応

EU
デジタルサービス法

（DSA）に基づく未成
年保護ガイドライン

• 対象サービス：（推奨）青少年に対してリスクの高いサービス
• 推奨される年齢確認手法

• 証明書やID等による「年齢確認」（①）
• 政府発行のIDウォレットの利用
• EU年齢確認ソリューションの利用

• 顔認証や履歴等による「年齢推定」（②）
※補完的手段

• なお、生年月日を入力する等の「自己申告」（③）は、プライバシー、安全性、セキュリティの
面から適切ではない方法としている。

YouTube、TikTok、
Instagram、Xのいずれのサービ
スでもアカウント作成時の年齢確
認は自己申告
（アカウント作成後に
Instagram、YouTube、
TikTokにおいてはアクティビティに
基づく年齢推定システムを導入）

イギリス
オンライン安全法

（OSA）に基づく極め
て有効な年齢認証に関

するガイダンス

• 対象サービス：（義務）ポルノ等のコンテンツに遭遇するサービス
（推奨）その他のサービス

• 推奨される年齢確認手法
• 「極めて有効な年齢認証」

銀行の年齢データ利用、写真付き身分証明書との突合、顔写真のAIによる年齢推
定、クレジットカードの確認、メールアドレスによる年齢推定（登録先サービス等での
認証）、デジタルIDサービス等 ※EUにおける①と②に相当

• 一方で、自己申告（③）、18歳未満でも使える決済手段での確認等は単独で信頼できる
年齢認証方法として認められない。

YouTube、TikTok、
Instagram、Xのいずれのサービ
スでもアカウント作成時の年齢確
認は自己申告
（アカウント作成後に
Instagram、YouTube、
TikTokにおいてはアクティビティに
基づく年齢推定システムを導入）

オースト
ラリア

オンライン安全法2024
改正法に基づく「合理的
措置」に関するガイダンス

• 対象サービス：
（推奨）16歳未満のオーストラリアの子どもがアカウントを登録することを防止する「合理的措
置」を行わなければならないサービスとして指定されたSNS

• 推奨される年齢確認手法
• 多層的な「年齢認証」

個人の年齢・年代を確認、推定、推測するために使用される様々なプロセスを指し、
「年齢推定」、「年齢推論」、「年齢検証」が含まれる。※EUにおける②と③に相当
クロスプラットフォーム認証や相互運用可能なソリューションを年齢認証プロセスに組み
込むことも検討すること。具体例として以下が挙げられる。

• 上流サービス（アプリ最新サービスなど）からの年齢情報の共有
• 同一企業が運営するサービス間での同意に基づく年齢認証情報の共有

• 年齢認証措置が信頼性の低い結果を生じた場合、確実な年齢認証が行われるまで、追加
の安全対策（特定コンテンツや機能へのアクセス制限など）を行う。

YouTube、TikTok、
Instagram、Xのいずれのサービ
スでもアカウント作成時の年齢確
認は自己申告
（アカウント作成後のアクティビティ
に基づく年齢推定等は複数の
サービスで実施）

出典：各種公開情報を基に総務省作成



14【参考】利用者年齢情報の確認手法の例（OS・マイナンバーカード・携帯電話事業者）
提供者／提供形態 概要

Apple
（Declared Age Range API）

・ 本APIにより、アプリ事業者はこどもの「Apple Account」に関連づけられた年齢範囲の情報を確認可能
（こどものプライバシーに配慮し、生年月日の情報は取得されない）。
・ アプリ事業者は3つの閾値を設定することが可能。例えば、閾値を「13歳・15歳・18歳」と設定した場合、
「under 13, 13+, 15+, 18+」という4つの年齢範囲となり、どの区分に該当するか確認できることとなる。
・ 保護者がデータ共有を明示的に同意した場合にのみ、アプリ事業者は年齢範囲の情報を確認可能。
・ 本APIは、iOS26から対応した機能。

Google
（Play Age Signals API）

・ 本APIにより、アプリ事業者は「Google Account」に関連づけられた年齢範囲の情報を確認可能（プラ
イバシーに配慮し、生年月日の情報は取得されない）。
・ アプリ事業者は3つの閾値を設定することが可能。例えば、閾値を「13歳・15歳・18歳」と設定した場合、
「under 13, 13+, 15+, 18+」という4つの年齢範囲となり、どの区分に該当するか確認できることとなる。
・ ユーザー又は保護者がデータ共有を明示的に同意した場合にのみ、アプリ事業者は年齢層の情報を
確認可能。
・ 本APIは、グローバルに展開される予定であり、現在各地域の法規制等を踏まえつつ開発・検討を進
めている段階（2026年3月17日よりブラジルで提供開始）。

デジタル庁
（スマートフォンのマイナンバー

カード）

・ 法改正により、マイナンバーカードの属性証明機能（氏名、住所、生年月日等）をカード代替電磁
的記録としてスマホ搭載が可能となっている。
・ iPhoneは2025年6月24日から対応開始。Androidは2026年秋頃に対応予定。
・ 属性証明機能のスマホ搭載に際し、マイナンバーカードの「署名用電子証明書」の提出が必要となる
ところ、署名用電子証明書は実印に相当するため、15歳未満については住基カードにおける取扱いと同
様に原則として発行していない。そのため、15歳未満ではスマホ搭載が原則不可となる。

携帯電話事業者
（利用者年齢情報）

・ 携帯電話事業者が、携帯電話回線契約時等において取得した利用者年齢情報を提供するもの。
・ MNO４社及び一部のMVNOのみ、利用者年齢情報を提供（一部有償）。

注：各種HP情報、聞き取り情報等を踏まえ、総務省作成。



③コンテンツ・リスクへの対応について （アダルト広告等青少年に有害なおそれがあるもの）
２ 青少年に有害なおそれがある情報に対して、青少年による閲覧機会をできるだけ少なくするための保護者や本人の同意を前提とした技
術的手段として、例えば、18歳未満ないし特定の年齢層に限定したフィルタリングや広告表示抑制機能アプリや「視聴・アクセス制
限」を含め、どのようなものがあり得るか。インターネット上の媒体において、自ら広告掲載基準を定めるなど、媒体側での自主的な取
組を促すような方策を講ずることについてどう考えるか。

（◎総務省、こども家庭庁）

「課題と論点の整理」に基づく工程表（総務省主担当分） 15

１ ペアレンタルコントロール機能の実装に向けた措置等、発信に係るリスクに対してもプラットフォーム事業者やＯＳ事業者等の取組を
促すことについてどう考えるか。 （◎総務省、経済産業省）

２ １対１の通信を発信者情報開示の対象とすることの是非を含め、事後的な権利保護の在り方に関して調査研究を進めることについてど
う考えるか。 （◎総務省）

④コンダクト/コンタクト・リスクへの対応について （闇バイト、いじめ、セクスティング等）

R７年度 R８年度 R９年度
７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12月 １～３月 ４～６月 ７～９月

・総務省に設置する会議体において検討

・検討内容に応じて具体的対応を関係省庁と議論
・翌年度以降に実施する実態調査等に必要に応じて反映・関係事業者等ヒアリング

・調査研究事業による情報収集・整理



１対１通信の情報開示における諸外国の対応（令和７年度調査）

出典：各種公開情報を基に総務省作成
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分類 米国 EU 英国 フランス 韓国 オーストラリア 日本
主な通信データ
保護規則

• アメリカ合衆国憲法
• 通信保存法(SCA)

• EU基本権憲章
• ePrivacy指令
• EU 一般データ保護
規則(GDPR)

• プライバシー・電子通
信規則

• 英国一般データ保護
規則

• 個人データ保護法 • 大韓民国憲法
• 通信秘密保護法
• 個人情報保護法

• プライバシー法
• 電気通信法

• 日本国憲法
• 電気通信事業法
• 個人情報保護法

１対１通信に係る
情報開示

○
• 連邦民事訴訟規則
に基づき訴訟前の証
拠開示請求（ディス
カバリー制度）が可
能。

△
• e-Evidence規則
（2026.8施行予
定。米国協定交渉
継続中。）に基づき、
電子証拠の提出・保
全命令が可能。
（民事対象外）

×
• 判例法（Norwich 

Pharmacal Order
（NPO））の１対
１通信への適用事
例なし。

○
• 民事訴訟法に基づ
き訴訟前の証拠開
示請求が可能。

△
• 電気通信事業法に
基づき、捜査機関に
よる利用者情報取
得が可能。（民事
対象外）

• 情報通信網法は、
公開投稿を対象とし
ており、１対１通信
への適用事例なし。

○
• 連邦裁判所規則に
基づき訴訟前の証
拠開示請求が可能。

×
• 民事訴訟法では証
拠保全手続が認めら
れているが、最高裁
は開示義務を否定。

• 情プラ法は、不特定
多数に向けた発信を
対象としており、１対
１通信は対象外。

青少年に関する
１対１通信に係る
情報開示実績

○
• ディスカバリー制度に
基づく、いじめ被害
者によるDMの情報
開示事例あり。【モン
タナ州】

△
• （青少年以外につ
いて）最高裁におい
て、DMの情報開示
事例あり。【独】

×
• 青少年に限らず、

NPO適用実績なし。

△
• （青少年以外につ
いて）DMの情報開
示事例あり。

×
• 青少年に限らず、民
事裁判でのDMの情
報開示事例なし。

△
• （青少年以外につ
いて）DMの情報開
示事例あり。

×
• 青少年に限らず、民
事裁判でのDMの情
報開示事例なし。

調査対象：米国、EU、英国、フランス、韓国、オーストラリア、日本
調査結果：
・調査対象国において、1対1通信の情報開示を明確に対象とした制度を持つ国は確認されていない。
・調査対象国においては、通信の秘密の保護及び個人情報保護に関する憲法・法令が存在し、1対1通信の情報開示については原
則として本人の同意又は明確な法的根拠を必要としており、その場合、訴訟手続関連法による規定が多い。
・１対１通信の情報開示が容認されている国・地域においても、青少年を対象とした民事上の開示事例はほとんど確認されなかった。
・調査対象国においては、児童虐待防止団体や女性支援団体等から、プラットフォーム事業者による情報開示に対する消極的姿
勢や、公開通信と比較した１対１通信の青少年保護の不十分さに対する懸念が表明されている事例は確認された。
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